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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第14期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第13期

会計期間
自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

売上高（千円） 555,348 607,267 2,364,227

経常利益（千円） 90,152 169,388　 524,731

四半期（当期）純利益（千円） 48,456 94,147 297,150

純資産額（千円） 7,062,285 7,138,731 7,201,872

総資産額（千円） 7,312,802 7,417,044 7,543,575

１株当たり純資産額（円） 24,352.52 24,878.31　 25,127.04

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
178.68 351.45 1,097.79

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 351.18 1,097.56

自己資本比率（％） 90.3 89.9 89.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
△1,065 26,577 486,200

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
30,078 132,858 △212,574

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
△156,723 △159,998 △292,403

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
923,292　 1,031,663　 1,032,225

従業員数（人） 121 113 118

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第13期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 113(44)

  （注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　)内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 92 (43)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　)内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

EDINET提出書類

モーニングスター株式会社(E05097)

四半期報告書

 3/30



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績及び受注状況

当社グループの提供するサービスは広範囲かつ多種多様であり、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種

類別に生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

 

(2) 販売実績

 

セグメント別売上高

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 構成比(%) 金額（千円） 構成比(%)

金融情報評価・情報提供・コンサルティング    

コンサルティング 87,678 15.8 97,505 16.1 

データ・ソリューション  342,881 61.7 332,075 54.7

メディア・ソリューション 54,637 9.8 73,008 12.0 

セグメント売上合計 485,197 87.4 502,589 82.8 

ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティング    

ウェブ・コンサルティング 41,536 7.5 76,550 12.6 

ＧＰＮ

(Gomez Performance Networks）
18,801 3.4 12,198 2.0 

ＳＥＯ

(Search Engine Optimization）
9,707 1.7 15,929 2.6 

その他 106 0.0     －     － 

セグメント売上合計 70,151 12.6 104,678 17.2 

連結売上高 555,348 100.0 607,267 100.0 

  （注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間
販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ＳＢＩ証券 61,141 11.0 63,340 10.4

　　　　　　　

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生

じさせるような事象または状況その他当社グループの経営に重要な影響を及ぼす事象（「重要事象等」）はありま

せん。

 

　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループ（当社および連結子会社）が判断し

たものであります。　

 

 (1)　当第１四半期連結会計期間の連結業績の概況　

当第１四半期連結会計期間（平成22年４月1日～平成22年６月30日）の連結業績は、売上高が前年同四半期（平成21

年４月１日～平成21年６月30日）の555百万円から51百万円（9.3％）の増収となる607百万円となりました。 

 セグメント別には、金融情報評価・情報提供・コンサルティングの当第１四半期連結会計期間の売上高は、502百万

円と前年同四半期の485百万円から17百万円（3.6％）の増収となりました。また、営業費用は、一昨年来のコスト削減

活動により、前年同四半期の403百万円から38百万円（△9.5％）減少し365百万円となりました。その結果、金融情報

評価・情報提供・コンサルティングの営業利益は、前年同四半期の81百万円から55百万円（68.4％）の増益となる

136百万円となりました。　　 

 ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティングの売上高は、前年同四半期の70百万円から34百万円（49.2％）の

増収となる104百万円となりました。また、営業費用は、前年同四半期の88百万円から10百万円（12.0％）増加し、99百

万円となりました。その結果、ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティングの営業損益は、前年同四半期の18百万

円の営業損失から、6百万円の営業利益となりました。 

 上記の結果、当第１四半期連結会計期間の営業利益は、前年同四半期の63百万円から79百万円（125.9％）の増益と

なる142百万円となりました。 

 また、当第１四半期連結会計期間の経常利益は、前年同四半期の90百万円から79百万円（87.9％）の増益となる169

百万円となりました。 

 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額2百万円を特別損失に計上した結果、当第１四半期連結会計期間の四半期

純利益は前年同四半期の48百万円から45百万円（94.3％）の増益となる94百万円となりました。 

  

セグメント別及び商品・サービス別販売実績は、以下のとおりであります。

セグメント別売上高
前第１四半期連結会計期間
 （自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
 （自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）増加率(%)

 商品・サービス別売上高 金額（千円） 構成比(%) 金額（千円） 構成比(%)

金融情報評価・情報提供・コンサルティング 

 コンサルティング 87,678 15.8 97,505 16.1 11.2

 データ・ソリューション  342,88161.7 332,07554.7 △3.2

 メディア・ソリューション 54,637 9.8 73,008 12.0 33.6

 セグメント売上　 485,19787.4 502,58982.8 3.6

ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティング 

 ウェブ・コンサルティング    41,536 7.5 76,550 12.6 84.3

 ＧＰＮ(Gomez Performance Networks）18,801 3.4 12,198 2.0 △35.1

 ＳＥＯ(Search Engine Optimization）9,707 1.7 15,929 2.6 64.1

 その他 106 0.0     －     － －　

 セグメント売上 70,151 12.6 104,67817.2 49.2

連結売上高 555,348100.0 607,267100.0 9.3
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①　金融情報評価・情報提供・コンサルティング

 ・コンサルティング

セミナー関連の売上は減少いたしましたが、確定拠出年金関連のコンサルティング売上、モーニングスター・アセッ

ト・マネジメントの投資助言売上が増加いたしました。その結果、コンサルティングの売上高は、前年同四半期の87百

万円から9百万円（11.2％）の増収となる97百万円となりました。

・データ・ソリューション

ファンドデータ・レポート売上が堅調に推移したものの、日刊「株式新聞」の発行部数が減少したため購読料売上

が減少いたしました。その結果、データ・ソリューションの売上は、前年同四半期の342百万円から10百万円（△

3.2％）の減収となる332百万円となりました。

・メディア・ソリューション

ウェブ広告に係わる売上が回復いたしました。その結果、メディア・ソリューションの売上高は、前年同四半期の54

百万円から18百万円（33.6％）の増収となる73百万円となりました。

 

②　ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティング

 ・ウェブ・コンサルティング

総合コンサルティングの提供強化、継続サポート業務の拡充、ウェブ構築・運用の積極展開、グローバル展開サポー

トを当事業年度における重点施策として、定期的なセミナー開催等による顧客獲得を推進しました。その結果、前年

同四半期の41百万円から35百万円（84.3％）の増収となる76百万円となりました。

 ・ＧＰＮ（Gomez performance Networks）

ＧＰＮ（ウェブサイトの表示速度を測定し、その改善のためのアドバイス業務)は、前年同四半期の18百万円から6

百万円（△35.1％）の減収となる12百万円となりました。

 ・ＳＥＯ（Search Engine Optimization）

ＳＥＯ（検索エンジン最適化：検索エンジンにおいてウェブサイトを上位表示させ、集客力を高めるためのアドバ

イス業務）の売上高は、前年同四半期の9百万円から6百万円（64.1％）の増収となる15百万円となりました。

 

(2)　財政状態の分析

資産合計は前連結会計年度末と比較して126百万円減少し、7,417百万円となりました。　

これは主として、流動資産が前連結会計年度末と比較して117百万円減少し、6,720百万円となったこと、固定資産が

前連結会計年度末と比較して9百万円減少し、696百万円となったことによるものであります。 

流動資産の減少は、主として配当金の支払160百万円行なったことにより、現金及び預金が150百万円減少したことに

よるものであります。

また、固定資産の減少は、主としてソフトウェアの償却によるものであります。

負債合計は前連結会計年度末と比較して63百万円減少し、278百万円となりました。

負債の減少は、主としてコスト削減による営業費用の減少により、買掛金が22百万円減少したこと、法人税の支払の

タイミングにより、未払法人税等が65百万円減少したことなどによるものであります。

当第１四半期連結会計期間に94百万円の四半期純利益が計上され、160百万円の配当を行なった結果、利益剰余金が

66百万円減少いたしました。その結果、純資産合計は、前連結会計年度末と比較して63百万円減少し、7,138百万円とな

りました。　

 

EDINET提出書類

モーニングスター株式会社(E05097)

四半期報告書

 6/30



(3)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に

比べ562千円減少し、1,031百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは前年同四半期と比べ、27百万円増加し、26百万円の獲得となりました。

これは、税金等調整前四半期純利益が前年同四半期と比べ80百万円増加し、167百万円計上された一方、前年同四半

期と比べ、法人税等の支払が57百万円増加し、125百万円となったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは前年同四半期と比べ、102百万円増加し、132百万円の獲得となりました。

これは、主として定期預金の増減による収入（純額）が、前年同四半期の50百万円から、当第１四半期連結会計期間

は150百万円となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは前年同四半期に比べ、3百万円支出が増加し、159百万円の支出となりました。

これは、主として期末配当金の支払が前年同四半期も146百万円から、当第１四半期連結会計期間は158百万円と

なった一方、前年同四半期に9百万円あった長期借入金の返済による支出が当第１四半期連結会計期間にはなくなっ

たためであります。

　

(4)　事業上および財務上の当社が対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

 

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画 

    当第１四半期連結会計期間において、設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,052,000

計 1,052,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年７月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式     271,192    271,192
大阪証券取引所

（ヘラクレス市場）

単元株式制度は採用し

ておりません。

計     271,192     271,192 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19第２項の規定に基づく新株引受権方式のストックオプションに関する事項

株主総会の特別決議日（平成13年３月15日）

 
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数 32個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 128株

新株予約権の行使時の払込金額 320,375円(注)

新株予約権の行使期間
自　平成15年３月16日

至　平成23年３月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格　　　160,188円

資本組入額　 　80,094円

新株予約権の行使の条件

役職員としての地位を喪失した場合〔但し、子会社の役員

もしくは従業員となった場合を除く。〕、新株引受権を喪失

する。但し、業務命令により他社の役員又は従業員に就任又

は転籍した場合、または会社都合により退職した場合は、こ

の限りでない。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権の行使ならびに公募形式に

よる時価発行増資により新株を発行する場合を除く)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    既発行

株式数
＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

発行価額
＝
調整前

発行価額
×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新既発行による増加株式数

また、株式の併合が行なわれる場合、発行価額は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

EDINET提出書類

モーニングスター株式会社(E05097)

四半期報告書

 9/30



②　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

第１回新株予約権

株主総会の特別決議日(平成15年３月19日)

 
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数 612個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,448株

新株予約権の行使時の払込金額 57,500円(注)１

新株予約権の行使期間
平成17年３月20日～

平成25年３月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格　　　57,500円

資本組入額　　28,750円

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分をすることはで

きない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注) １．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整する。この

場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株引受権、

平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ８の規定

に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く)は、払込金額を次の算式により調

整する。この場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    既発行

株式数
＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

新規発行前の株価

既発行株式数・新規発行株式数

２. 新株予約権の行使の条件は次の通りであります。

(イ) 対象者は、新株予約権の行使にかかる払込金額の年間（１月１日～12月31日）の合計額は、1,200万円を超

えてはならない。

(ロ) 対象者は、新株予約権の行使に際しては、発行された新株予約権の数に下記の各期間の右側に示した割合

を乗じて得られた数を上回って行使しないものとする。また、１個の新株予約権の一部行使はできない。

平成17年３月20日～平成18年３月19日　　　　３分の１

平成18年３月20日～平成19年３月19日　　　　３分の２

平成19年３月20日～平成25年３月19日　　　　３分の３

(ハ) 対象者は、権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、もしくは従業員の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社取締役会が認めた場

合はこの限りではない。

(ニ) 対象者が行使期間開始後において死亡した場合、その相続人は所定の手続きを取ることによって本新株予

約権の権利を行使することができる。
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(ホ) 対象者が以下の各号に該当した場合、以後本新株予約権を行使することはできない。

ａ. 禁錮以上の刑に処せられたとき

ｂ. 所定の書面により本新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申し出たとき

ｃ. 当社の就業規則により懲戒解雇または論旨免職のいずれかの懲戒処分を受けたとき

ｄ. 不正行為、職務上の義務違反があったとき

ｅ. 当社に不利益を及ぼす恐れがあると判断される企業、団体または当社の同業他社の取締役、監査役、使用

人またはコンサルタント等となったとき

ｆ. 破産、民事再生、特定調停の申立を受け、もしくは自らこれを申立てたとき、または差押、仮差押、仮処分

の申立もしくは滞納処分を受けたとき

 

第２回新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成18年３月23日)

 
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数 125個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数   －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 250株（注）２

新株予約権の行使時の払込金額 133,500円（注）３

新株予約権の行使期間
平成20年３月24日～

  平成28年３月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　133,500円

資本組入額   66,750円

新株予約権の行使の条件 (注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　

（注) １．新株予約権の数

新株予約権1個当たりの目的たる株式の数は1株とする。ただし、上記(1)に定める株式の数の調整を行なっ

た場合は、同様の調整を行う。 

２．新株予約権の目的となる株式の数

 当社が株式分割または株式併合を行なう場合は、目的たる株式の数を次の算式により調整する。

この場合、調整により生ずる1株未満の端数は切り捨てる。

 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株式

の数を調整することができる。 

３．新株予約権の行使時の払込金額 

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行なう場合は、払込金額を次の算式により調整する。

この場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。

 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
1

分割・併合の比率
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また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行なう場合（新株予

約権、平成14年4月1日改正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権および同改正前旧商法第341条

ノ8の規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く。）は、払込金額を次の

算式により調整する。この場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

    既発行

株式数
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

新規発行前の株価

既発行株式数・新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「新規発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

さらに、新株予約権発行後、当社が合併または会社分割を行なう場合等、払込金額の調整を必要とする場合

には、当社は必要と認める払込金額の調整を行なう。 

 

４．新株予約権の行使の条件

 ①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合

として当社取締役会が認めた場合はこの限りではない。

②　この他の条件は、本定時株主総会決議に基づくその後の取締役会決議に定めるところによる。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 

平成22年４月１日～

平成22年６月30日

 

－ 271,192 － 2,093,080 － 2,484,387

 

 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　 　3,310 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 　267,882 267,882 　

発行済株式総数 271,192 ― ―

総株主の議決権 ― 267,882 ―

 

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

モーニングスター

株式会社

東京都港区六本木

一丁目６番１号
3,310 ― 3,310 1.2

計 ― 3,310 ― 3,310 1.2

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高(円) 42,20038,90037,900

最低(円) 34,30031,80032,650

　（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所（ヘラクレス市場）におけるものであります。　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,762,513 1,913,091

売掛金 324,394 304,706

有価証券 4,569,150 4,569,133

たな卸資産 ※1
 3,020

※1
 5,722

繰延税金資産 11,446 17,210

その他 54,466 32,257

貸倒引当金 △4,353 △4,353

流動資産合計 6,720,637 6,837,768

固定資産

有形固定資産 ※2
 40,540

※2
 43,825

無形固定資産

のれん 124,089 125,932

その他 232,452 236,459

無形固定資産合計 356,542 362,391

投資その他の資産

投資有価証券 71,024 71,107

繰延税金資産 2,818 1,808

その他 225,481 226,674

投資その他の資産合計 299,324 299,589

固定資産合計 696,406 705,806

資産合計 7,417,044 7,543,575
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 46,996 69,250

未払金 109,600 93,154

未払法人税等 70,110 135,875

未払消費税等 18,798 18,382

役員賞与引当金 － 8,250

その他 30,401 16,789

流動負債合計 275,906 341,703

固定負債

資産除去債務 2,406 －

固定負債合計 2,406 －

負債合計 278,312 341,703

純資産の部

株主資本

資本金 2,093,080 2,093,080

資本剰余金 2,821,637 2,821,637

利益剰余金 1,871,851 1,938,433

自己株式 △121,812 △121,812

株主資本合計 6,664,757 6,731,339

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △306 △257

評価・換算差額等合計 △306 △257

少数株主持分 474,280 470,790

純資産合計 7,138,731 7,201,872

負債純資産合計 7,417,044 7,543,575
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 555,348 607,267

売上原価 298,065 297,704

売上総利益 257,283 309,563

販売費及び一般管理費 ※1
 193,981

※1
 166,574

営業利益 63,301 142,988

営業外収益

受取利息 27,786 26,957

受取配当金 631 21

その他 139 572

営業外収益合計 28,557 27,551

営業外費用

支払利息 156 17

為替差損 155 14

株式交付費 823 －

持分変動によるみなし売却損 － 1,118

その他 571 0

営業外費用合計 1,706 1,151

経常利益 90,152 169,388

特別損失

事務所移転費用 ※2
 2,918 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,000

特別損失合計 2,918 2,000

税金等調整前四半期純利益 87,234 167,388

法人税、住民税及び事業税 37,969 65,529

法人税等調整額 5,181 4,786

法人税等合計 43,150 70,316

少数株主損益調整前四半期純利益 － 97,072

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4,373 2,925

四半期純利益 48,456 94,147
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 87,234 167,388

減価償却費 25,601 24,255

長期前払費用償却額 1,595 1,595

のれん償却額 1,842 1,842

貸倒引当金の増減額（△は減少） △100 －

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,500 △8,250

受取利息及び受取配当金 △28,417 △26,978

支払利息 156 17

株式交付費 823 －

固定資産除却損 1,847 －

持分変動によるみなし売却損益 － 1,118

有形固定資産売却損益（△は益） 90 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,000

売上債権の増減額（△は増加） △19,512 △19,687

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,658 2,702

仕入債務の増減額（△は減少） △25,698 △22,254

未払金の増減額（△は減少） △7,244 6,620

その他の流動資産の増減額（△は増加） 11,654 7,743

その他の流動負債の増減額（△は減少） 21,536 14,027

その他 － 12

小計 66,568 152,153

利息及び配当金の受取額 1,443 375

利息の支払額 △156 △17

法人税等の支払額 △68,921 △125,934

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,065 26,577

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △250,000 －

定期預金の払戻による収入 300,000 150,000

有形固定資産の取得による支出 226 △1,986

有形固定資産の売却による収入 28 －

無形固定資産の取得による支出 △20,177 △14,752

その他 － △402

投資活動によるキャッシュ・フロー 30,078 132,858

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △9,000 －

少数株主からの払込みによる収入 － 1,327

配当金の支払額 △146,751 △158,423

少数株主への配当金の支払額 － △1,880

リース債務の返済による支出 △971 △1,021

財務活動によるキャッシュ・フロー △156,723 △159,998

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △127,710 △562

現金及び現金同等物の期首残高 1,051,003 1,032,225

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 923,292

※1
 1,031,663
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項の変更 該当事項はありません。　

３．会計処理基準に関する事項の変更 (1) 資産除去債務に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

これにより、税金等調整前四半期純利益は、2,000千円減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始時（平成22年４月１日）における資

産除去債務の計上額は2,394千円であります。

(2) 企業結合に関する会計基準等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係

る会計基準』」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年

12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20

年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）

を適用しております。

４．四半期連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲の変更

該当事項はありません。　

　

【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

(四半期連結損益計算書)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１

四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

該当事項はありません。　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　たな卸資産の内訳 ※１　たな卸資産の内訳

仕掛品 559千円

貯蔵品 2,460千円

仕掛品 2,411千円

貯蔵品 3,311千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額

187,899千円 182,506千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

役員報酬 14,015千円

従業員給与 64,054千円

荷造運賃 26,045千円

支払報酬 10,567千円

賃借料 6,573千円

雑給 7,300千円

役員報酬 9,564千円

従業員給与 60,005千円

荷造運賃 23,618千円

支払報酬 10,682千円

賃借料 4,388千円

雑給 5,009千円

※２ 事業所移転費用の主な内訳

東京都港区六本木の本社の一部を縮小し、一部を東京

都中央区築地の事業所に移転した費用であります。

　

固定資産除却損 1,384千円

事業所移転諸費用 1,533千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期連結会計期間末残高と

四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期連結会計期間末残高と

四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定 1,554,227千円

有価証券 4,569,064千円

３ヶ月超の定期預金 △700,000千円

現金同等物以外の有価証券 △4,500,000千円

現金及び現金同等物の四半期連結

会計期間末残高

923,292千円

現金及び預金勘定 1,762,513千円

有価証券 4,569,150千円

３ヶ月超の定期預金 △800,000千円

現金同等物以外の有価証券 △4,500,000千円

現金及び現金同等物の四半期連結

会計期間末残高

1,031,663千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当第１四半期連結累計
期間増加株式数（株）

当第１四半期連結累計
期間減少株式数（株）

当第１四半期連結会計
期間末株式数（株）

発行済株式                 

普通株式 271,192 － － 271,192

合計 271,192 － － 271,192

　

２．自己株式の種類及び株式数

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当第１四半期連結累計
期間増加株式数（株）

当第１四半期連結累計
期間減少株式数（株）

当第１四半期連結会計
期間末株式数（株）

自己株式                 

普通株式 3,310 － － 3,310

合計 3,310 － － 3,310

　　

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当第１四半期
連結会計期間
末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当第１四半期連
結累計期間増加

当第１四半期連
結累計期間減少

当第１四半期連
結会計期間末

平成13年新株引受権 普通株式 256 － 128 128 －

平成15年第１回新株予約権 普通株式 2,448 － － 2,448 －

平成18年第２回新株予約権 普通株式 250 － － 250 －

合計  2,954 － 128 2,826 －

 

４．配当に関する事項

（１） 配当金支払額　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

 平成22年５月28日
取締役会

普通株式  利益剰余金 160,729 600平成22年３月31日 平成22年６月４日 

 

（２） 基準日が当連結会計年度開始の日から当第１四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当第１四半期連結会計期間の末日後となるもの　

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額の著しい変動）

当第１四半期連結会計期間において、該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　　至　平成21年６月30日)

 

金融情報評価
・情報提供・
コンサルティ
ング

（千円）

ウェブサイト
評価・情報提
供・コンサル
ティング
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 485,19770,151555,348 － 555,348

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 485,19770,151555,348 － 555,348

営業費用　 403,56788,479492,047 － 492,047

営業利益（又は営業損失） 81,630△18,328 63,301 － 63,301

　（注）１．セグメントは、当企業集団が蓄積した情報を比較・分析・評価する「レーティング」の対象分野に従って区

分しております。

 ２．主なセグメントの内容

 (1)　金融情報評価・情報提供・コンサルティング

モーニングスター株式会社を中心として、投資信託ほかの金融情報を収集し、蓄積した情報を比較・分析

・評価、加工して顧客に提供、コンサルティングを行なう事業

 (2)　ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティング

ゴメス・コンサルティング株式会社が行なうイー・コマースサイトを中心としたウェブサイトに係わる

情報を収集し、蓄積した情報を比較・分析・評価、加工して顧客に提供、コンサルティングを行なう事業

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　　至　平成21年６月30日)

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。

 

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　　至　平成21年６月30日)

海外売上高が、連結売上高の10％に満たないため、記載を省略しております。　
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【セグメント情報】

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、「投資家および消費者主権の確立」に貢献するという理念のもと、中立的・客観的立場か

ら一般投資家や消費者を含めたユーザに有用な情報を提供することを事業としております。

当社グループのセグメントは、蓄積した情報を比較・分析・評価し、情報提供をする対象分野に従って区分

しております。

（金融情報評価・情報提供・コンサルティング）

モーニングスター株式会社を中心として、投資信託ほかの金融情報を収集し、蓄積した情報を比較・分 

析・評価、加工して顧客に提供、コンサルティングを行なう事業

（ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティング）

ゴメス・コンサルティング株式会社が行なうイー・コマースサイトを中心としたウェブサイトに係わる

情報を収集し、蓄積した情報を比較・分析・評価、加工して顧客に提供、コンサルティングを行なう事

業

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

（単位：千円）　

　

報告セグメント　

調整額 

　（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　

金融情報評価
・情報提供
・コンサル
ティング

ウェブサイト
評価・情報提
供・コンサル
ティング

計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客に対する売上高 502,589　 104,678　 607,267　 － 607,267　

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 500 500 △500 －

計 502,589　 105,178　 607,767　 △500 607,267　

セグメント利益 136,936　 6,051142,988　 － 142,988　

（注）１．セグメント利益の調整額500千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

記載すべき事項はありません　

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません　
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（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

記載すべき事項はあません。　

　

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　 

記載すべき事項はありません。 

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

該当事項はありません。 

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１．ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。 

２．当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）　

記載すべき事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

記載すべき事項はありません。 

　

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

記載すべき事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 24,878.31円 １株当たり純資産額 25,127.04円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 178.68円 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

１株当たり四半期純利益金額 351.45円 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 351.18円

　　　　（注）１.　前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２.  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 48,456 94,147

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 48,456 94,147

１株当たり当期純利益金額の計算に用いられた普

通株式の期中平均株式数（株）
271,192 267,882

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

子会社の発行する潜在株式による四半期純利益調

整額（千円） 
－ 73

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定

に用いられた普通株式増加数
 － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動のあったも

のの概要 

－ －

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成22年5月28日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行なうことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　160,729千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　600円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成22年6月4日

（注）平成22年3月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行なっております。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年７月28日

モーニングスター株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　隆司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下条　修司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモーニングスター株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、モーニングスター株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年７月29日

モーニングスター株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　隆司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下条　修司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモーニングスター株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、モーニングスター株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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